
子供を事故から守る環境づくり促進事業 

公募に関するお問い合わせへの回答（2026 年 8 月 7 日時点） 

最新の更新内容については、青字で記載しております。 

 

1. 申請について 

 

Q1. 製品開発区分において、交付申請書の 4-1 と 4-2 の項目が異なっているが、4-1 の項目 ⑥⑦

はどこに記載すればよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A1. このたびは、提出資料に一部記載漏れがございましたことを、深くお詫び申し上げます。既

に作成されている場合におかれましては、4-2⑤「規格等認証登録費」の後に、⑥「産業財産権出

願・導入費」及び⑦「展示会等参加費・広告費」の項目を追加の上、ご提出ください。なお、ホー

ムページには修正済みの様式を掲載しておりますので、そちらをご利用いただくことも可能です。 

 

Q2. 研究区分、製品開発・改良区分の両区分において申請可能か。 

 

A2. 本事業の申請は、同一年度において、一研究者または一企業につき 1 件までとしています。 

どちらかの区分を選択して申請してください。 

 

Q3.  事業期間中に東京都が実施する別事業（アワード等）へ申請することは可能か。 

 

A3.  本事業の申請時に、既に事業が完了しているものは対象となりません。本事業での共同開発

での改良要素などを盛り込んだ申請内容としてください。ただし、改良前の製品でアワード等に申

請することは可能です。 

また、別事業での申請時には、申請内容と同一のテーマ、内容について助成金や奨励金を受けるこ

とはできません。同時の申請は可能ですが申請状況を申告いただいた上で、両方採択された場合

は、いずれか一方の補助金のみ受給可能です。ただし、補助対象経費を明確に区分できる場合は、

この限りではありません。 

 

Q4.  第 1 号様式として提供されている Excel ファイルは編集可能か。 

 

A4.  第 1 号様式のエクセルファイルについては、原則として事務局提供様式の基本構成や項目は

変更せずにご使用ください。ただし、欄が不足する場合は、体裁や確認項目を損なわない範囲で行

を追加するか、「別紙参照」と記載の上、補足資料を添付ください。 

 



Q5. 「2-2 産業財産権」シートについて、知見創出が目的となる研究区分において、類似特許の

選考技術調査という考えが適さない分野もあると思われるが、そのような際には空欄でもよいか。 

 

A5. 「2-2 産業財産権」シートについて、研究の性質上、類似特許の先行技術調査という考え方

がなじまない場合は、空欄とするのではなく、「該当なし」やその理由を簡潔にご記載いただくの

が望ましいです。 

 

Q6-1. 申請時に共同研究契約を締結済みの必要はあるか。（7 月 15 日追記） 

 

A6-1. 本事業への申請時点での、共同研究契約または共同開発契約の締結は不要です。募集要項

では、代表機関の役割として「交付決定後、グループ構成企業と本事業の実施に係る契約を締結す

る」としておりますので、交付決定後速やかに締結を行うこととしてください。交付決定後、締結

状況の確認のため、事務局より契約内容について確認させていただく場合がありますので、あらか

じめご了承ください。 

なお、申請準備にあたり、参加する機関の間で必要に応じて秘密保持契約などを結ぶことを妨げる

ものではありません。 

 

Q6-2. 採択後、共同研究契約の締結にあたり、契約締結期間は本事業と同じく「３年間」とすべ

きか。もしくは「１年ごと、都度、期間延長」の形でも問題はないか。（7 月 15 日追記） 

 

A6-2. 本事業の交付決定は毎年度行われるため、契約期間については年度ごとの契約とすること

を想定しています。ただし、本事業は事業実施期間を通じた連携を前提に採択を行うため、事業実

施期間中は共同で事業に臨むことを基本合意事項として盛り込んでください。 

 

Ｑ7. 3 年間の補助申請額を年度別に傾斜配分することは可能か。年度ごとの上限や調整ルールは

あるか。（8 月 7 日追記） 

 

Ａ7. 支給上限は、研究区分では、令和 8 年度 1,000 万円、令和 9 年度以降 2,000 万円、製品開

発・改良区分では、令和 8 年度 2,000 万円、令和 9 年度 4,000 万円です。この範囲で、年度別に申

請額を差配いただくことは差し支えありません。 

 

Q8. 研究区分の補助率について、研究の対象とする事故種別が、募集要項で補助率 2/3 と記載さ

れている事故種別（転落、睡眠環境における事故、誤飲・誤えんによる事故）とそれ以外の双方に

またがる場合、どのように判定されるのか。（8 月 7 日追記） 

 



A8. 補助率は、申請内容を踏まえ、主たる対象事故種別により判定します。複数の事故種別に応

用可能な研究開発や、補助率の異なる事故種別にまたがる内容であっても、経費を事故種別ごとに

区分して補助率を適用することは予定していません。 

 

Q9.  大学・公設研究機関で確定申告をしていない場合、直近２期分の確定申告書の提出は不要と

考えてよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A9. 大学・公設研究機関については、直近 2 期分の確定申告書の提出は不要です。なお、募集要

項に記載のとおり、必要に応じて、財務状況等を確認できる書類の提出をお願いする場合がありま

す。 

 

Q10. 応募にあたり新たに会社の設立を検討している。その場合、現時点で設立済みの会社と設立

予定の新会社のいずれを代表機関とすべきか、また両法人の役割分担や経費計上の考え方について

確認したい。（8 月 7 日追記） 

 

A10. 応募に当たり新たに設立した会社であっても、要件を満たす場合、代表機関としての応募は

可能です。ただし、設立した新会社又は設立済みの会社のいずれかを代表機関として定めてくださ

い。 

そのうえで、代表機関とならなかった法人がグループ構成員として参画することは妨げませんが、

それぞれがプロジェクトの中で別に参画する意義が明確となっており、それぞれ独自の技術・ノウ

ハウ・リソースを提供するものである場合に限ります。事業計画内で明確になるようにご説明くだ

さい。 

なお、人件費の計上等で同一の従事者がそれぞれの企業で同じ作業日時で計上されているなどが分

かった場合、決定の取消事由となります。 

グループ構成員において本事業の実施に必要な経費については、募集要項 5.1.2(5)「補助対象経

費」に定める要件を満たす場合、補助対象経費として計上することが可能です。 

申請書には、各構成員の役割及び経費負担者が分かるよう記載してください。また、代表機関が補

助金を受領し、構成員へ配分することとなります。なお、補助対象経費については、募集要項に定

める要件を満たすとともに、適切な経費管理及び証憑書類の整備が必要です。 

 

Q11. 応募時点で参画が確定していない企業や出資予定者について、「提案予定」「参画予定」など

の形で申請書へ記載できるか。（8 月 7 日追記） 

 

A11. 申請時点での体制に基づき交付申請書 3-1 の「実施体制」に記載してください。 

将来的な連携を予定している機関について記載する場合は、現時点での状況が分かるよう、「予

定」「協議中」など、誤解のない表現で記載のうえ、参画が確定した場合、変更申請を行ってくだ

さい。なお、グループ構成員の追加については、当初の提案段階の「実施体制」が審査対象となり



ます。申請時に記載のない実施者の途中からの参画は原則としてできません。事業遂行上やむを得

ない理由により追加が必要となった場合は、個別にご相談いただき、都が必要性を認めた場合に限

り追加することができます。（協賛、資金提供で連携するのみで、補助対象経費を受領しない場合

の参画については、事前にご報告ください） 

 

Q12. 交付申請書の２-2「産業財産権」における「（１）先行技術調査の結果（特許情報プラット

フォーム J-PlatPat 等により検索）」については、今回の補助金を使って産業財産権の申請等をしな

い場合も、記載が必要か。 

 

A12. 本様式は、出願予定の有無にかかわらず、申請事業の新規性・独自性を確認するための参考

資料として記載いただくことを想定しています。そのため、申請テーマに関連する主要な先行技術

について、J-PlatPat 等を活用して確認した結果をご記載ください。 

なお、網羅的な特許調査や専門機関による調査を求めるものではありません。 

 

2. 補助対象について 

 

Q13.  日本国外の大学に所属しているが、日本企業との共同研究体制を構築した上で応募する場

合、本事業の対象となる可能性はあるか。 

 

A13.  研究区分での本事業への申請にかかる代表機関は都内に所在する学校教育法（昭和 22 年法

律第 26 号）第１条に規定する大学及び高等専門学校、同法第 83 条の２に規定する専門職大学、同

法第９７条に規定する大学院、同法第 99 条第２項に規定する専門職大学院及び同法第１０８条第

３項に規定する短期大学となります。 

そのため、日本国外の大学は代表機関となることはできません。ただし、（東京都内に研究拠点、

キャンパス等がある）日本国内大学を代表機関とし、そのグループ内に海外大学が入ることは問題

ございません。 

また、製品開発・改良区分についても、都内に本社・支社等がある中堅・中小企業を代表機関と

し、そのグループ内に海外大学が入ることは問題ございません。 

 

Q.14 研究代表者が東京都外の研究拠点等に所属している場合でも、都内に学部を有している大学

の所属であれば、当該事業への応募は可能か。（8 月 7 日追記） 

 

A14. 研究代表者が東京都外の研究拠点等に所属している場合でも、都内に研究拠点（学部、研究

科、研究施設その他これに類するもの）を有している大学の所属であれば本事業への応募可能で

す。 

 



Q15.  グループの構成員として NPO 法人の参画は問題ないか。また、NPO 法人が経費の支出を

行うことは可能か。 

 

A15.  代表機関と必須の構成員の要件を満たした上で、追加の構成員として NPO 法人が連携先等

として参画することは可能です。 

申請書に記載された各構成員の役割や、補助対象経費の支出内容等について審査を行いますので、

それらが分かるように明確に記載してください。その上で、妥当性が認められる場合は、連携先の

NPO 法人が経費の支出を行うことは可能です。 

 

Q16.  資本関係又は人的関係のある複数機関が、それぞれグループ構成員として参画することは

可能か。（両法人間の取引・外注は一切行わず、各法人が自法人名義で直接支出を想定。）（8 月 7 日

追記） 

 

A16. グループ構成員として参画する際に、各機関がプロジェクトの中で別に参画する意義が明確

となっており、それぞれ独自の技術・ノウハウ・リソースを提供するものである場合、参画を不可

とするものではありません。事業計画内で明確になるようにご説明ください。 

なお、人件費の計上等で同一の従事者がそれぞれの企業で同じ作業日時で計上されているなどが分

かった場合、決定の取消事由となります。 

 

Q17. 研究区分において、研究を実施する研究代表者（または研究実施者）については、大学の常

勤教員であることが要件となるか。（8 月 7 日追記） 

 

A17. 申請主体は、「大学」又は「公設研究機関」である必要がありますが、「大学の常勤教員であ

ること」を応募要件としているものではありません。 

一方で、本事業を適切に実施するため、研究を実施する者については、申請主体である大学又は公

設研究機関において研究を実施する体制が整備されており、当該機関の了承のもと研究を実施でき

ることが必要です。また、所属機関において補助金の適切な経費管理及び事務手続を実施できるこ

とが前提となります。  

このため、客員研究員や社会人研究員等であることのみをもって応募対象外となるものではありま

せんが、申請に当たっては、所属・受入形態及び研究実施体制が分かるよう、事業企画提案書に記

載してください。 

 

Q18.  研究テーマが子供の事故予防を直接の対象としていない場合であっても（メンタルヘルス領

域の研究など）、子供の事故予防や安全な環境づくりとの関連性が認められる場合、本事業の対象

となり得るか。 

 



A18.  研究領域については、子供の事故予防や安全な環境づくりとの関連性や妥当性等を申請書類

に基づき、審査委員会において審査いたします。審査の観点については、募集要項をご確認くださ

い。（参照：募集要項「8.2. 審査項目・基準」） 

 

Q19. 募集要項 10(5)に「申請内容と同一のテーマ又は内容（経費を含む。）について（中略）助

成等を受けてはならない。申請は可能とするが、申請状況を申告すること。（中略）ただし、補助

対象経費を明確に区分できる場合は、この限りでない」との記載があるが、同一の研究者が、対象

地域・使用データ・研究目的・成果物および経費項目のいずれも区別される別課題として他の助成

事業に応募している場合、両方が採択されたとしても、当該区分を明示することで双方を受給でき

るという理解でよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A19. ご認識のとおりです。同一の研究者が他の公的研究資金に応募している場合であっても、同

一のテーマ又は内容（経費を含む。）でなく、補助対象経費を明確に区分できる場合は、併願いた

だくことが可能です。申請時に「補助金利用状況」に記載をいただく必要があります。記載内容に

応じて、個別に判断し、必要に応じてご説明や資料の提出をお願いすることがあります。 

明確に区分できる場合は、双方を受給することも可能です。 

 

Q20. 設立直後で事業実績や決算実績がない法人であっても、代表機関として応募可能か。（8 月 7

日追記） 

 

A20. 新たに設立した法人であっても、応募時点で法人が設立されており、募集要項に定める補助

対象者の要件を満たす場合は応募可能です。なお、設立時期等により財務状況に関する提出書類を

提出できない場合は、その理由が分かるよう申請書類（様式）にご記載ください。提出書類につい

ては、記載内容を踏まえて確認します。 

 

Q21. 既存の試作品や技術資産を基に改良開発を行う場合、製品開発・改良区分の対象として応募

可能か。（8 月 7 日追記） 

 

A21. 製品開発・改良区分では、既存技術や試作品を基に、更なる改良や機能追加等を行う内容も

対象となります。ただし、本事業の申請時点で既に完了している開発内容は補助対象外です。本事

業では、共同開発による改良要素等を含めた内容として申請してください。 

 

Q22. 代表機関要件の「公設研究機関」の範囲に独立行政法人・公立大学法人・地方独立行政法人

は該当するか。（8 月 7 日追記） 

 

A22. 募集要項における「公設研究機関」とは「国又は地方公共団体の設置する研究所その他の機

関」を指します。このため、公立大学法人・独立行政法人・地方独立行政法人であることのみをも



って、公設研究機関に該当するか否かが決まるものではありません。公設研究機関への該当性は、

当該機関の設置主体や設置根拠等を踏まえて判断します。なお、研究区分の代表機関となることが

できる公設研究機関は、都内に研究拠点を有する機関のうち、国立の機関を除くものとなるため、

独立行政法人は対象外となります。 

 

3. 補助対象経費について 

 

Q23.  金型を作る費用は機械装置・工具器具費に含まれるか。（7 月 15 日追記） 

 

A23. 試作品を製作するための試作金型は、機械装置・工具器具費に含めることが可能です。ただ

し、生産・量産用の金型の導入費は対象となりません。 

 

Q24. 新製品のモニター参加者への謝金は、補助対象経費に該当するか。また、該当する場合、報

告内容や証憑書類はどのような対応が必要か。（7 月 15 日追記） 

 

A24. モニター調査については、マーケティングを業とする事業者に依頼する場合、開発した試作

品を特定のユーザーに無償貸与し、一般公開せずに実施するテスト・評価に要する経費について、

委託・外注費への計上が可能です。この場合、他の経費項目と同様に、事業に要したことがわかる

支払い証跡等を実績報告時にご提出ください。 

 

事業に要したことが確認できる書類例： 

① 実施後のモニター実施報告書（概要・成果） 

② モニター参加者一覧（氏名、支払日、謝金額等の参加がわかる情報（なお、氏名については匿

名化 ID でも可）） 

③ 支払証拠書類（銀行振込、領収書、受領書） 

 

なお、マーケティング会社に委託しない場合も、アンケート結果や取得したデータ等から支出先及

び支出内容の妥当性が確認出来る場合は、補助対象経費とします。その際も同様に、事業に要した

ことが確認できる書類をご提出ください。 

 

Q25-1. グループ構成員で必要な経費（機材や人件費等）を補助対象経費として計上することは可

能か。（8 月 7 日追記） 

 

A25-1. 可能です。グループ構成員において、本事業の実施に必要となる経費については、募集要

項 5.1.2（5）「補助対象経費」に定める要件を満たす場合、補助の対象となります。 

また、補助金は募集要項 3.3「代表機関に求める役割」に基づき、代表機関が受領し、グループ構

成員へ配布することとなります。 



なお、補助対象経費については、募集要項に定める要件を満たすとともに、適切な経費管理及び証

憑書類の整備が必要です。 

 

Q25-2. 当該経費に対応する自己負担分は、交付申請書 4-1 の「資金調達内訳」の「構成機関自己

資金」として記載するという理解でよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A25-2.ご認識のとおりです。グループ構成員が負担する自己負担分については、「構成機関自己資

金」として記載してください。 

 

Q25-3. グループ構成員における直接人件費について、募集要項 9.1.3 に定める証拠書類（雇用関

係、各日の従事時間・従事内容、月ごとの総労働時間、賃金台帳、支払確認書類）は、当該企業が

保有・作成するものを提出する形でよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A25-3. 募集要項 9.1.3 に定める証拠書類については、当該構成員が保有・作成したものを整理・

保管いただき、代表機関が取りまとめて実績報告を行ってください。代表機関以外のグループ構成

員から申請等必要な手続きを個別にご提出いただいても受け付けません。そのため、申請段階で

は、交付申請書に経費負担者を記載いただき、実績報告ではその実績を代表機関がとりまとめ、整

理・確認いただいたものをご提出いただく必要があります。 

 

Q26. 交付された補助金を代表機関からグループ構成員へ配布するに当たり、配分の割合について

都が定める基準はあるか。それともグループ内の合意により決定してよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A26. 募集要項では、配分割合に関する一律の基準は定めていません。事業計画に基づき、各構成

員の役割及び負担する経費を踏まえて、グループ内で協議の上、適切に設定してください。 

 

Q27-1. 代表機関（大学）の人件費の取扱いについて募集要項 5.1(5)④に「直接人件費：研究開発

参加者の人件費」との記載があるが、本事業に従事する代表機関（大学）の常勤の教員・研究者に

ついて、本事業への従事エフォートに相当する人件費を「直接人件費」として補助対象経費に計上

することは可能か。（8 月 7 日追記） 

 

A27-1. 可能です。募集要項 5.1.2(5)では、「研究開発参加者の人件費」を直接人件費として補助対

象経費に位置付けています。なお、大学・公設研究機関においては、計画的かつ適正な経費執行を

行うとともに、使途の透明性を確保する必要があります。 

 

Q27-2. 補助対象となる人件費は、本事業のために新たに雇用した者に限られるか。それとも既に

雇用されている者の従事分も対象となるのか。（8 月 7 日追記） 

 



A27-2. 募集要項では、新規雇用者に限定する規定はありません。ただし、本事業に直接従事する

研究開発参加者の人件費については、募集要項に定める補助対象経費の要件を満たすことを前提

に、本事業への従事時間等を適切に管理することが必要です。 

人件費の算定方法や必要な証憑については、募集要項 9.1.3 に定める証拠書類を整備するととも

に、所属機関の会計規程等に基づき適切に管理してください。 

 

Q27-3 当該人件費について、他の公的資金（運営費交付金、私学助成金等）を財源として支給さ

れている場合の取扱い（差額のみが対象となる、全額が対象となる、等）はどうなるか。（8 月 7

日追記） 

 

A27-3. 運営費交付金や私学助成金等により国から人件費を措置されている者であっても、本事業

に従事した期間・業務が他の公的資金による従事内容と明確に区分されており、重複充当とならな

いことを客観的に説明できる場合は、補助対象となることがあります。 

一方で、運営費交付金や私学助成金等により措置されている人件費と本事業における人件費を区分

できない場合は、補助対象外となります。 

人件費の算定方法や必要な証憑については、募集要項 9.1.3 に定める証拠書類を整備するととも

に、所属機関の会計規程等に基づき適切に管理してください。 

 

Q27-4. 当該経費に対応する自己負担分は、交付申請書 4-1 の「資金調達内訳」のいずれの区分に

記載すべきか。（8 月 7 日追記） 

 

A27-4. 当該経費に対応する自己負担分については、「4-1 資金計画」の「（2）資金調達内訳」に

記載してください。代表機関が負担する場合は「自己資金」、共同研究機関（構成員）が負担する

場合は「構成機関自己資金」に記載してください。 

 

Q28. 代表機関（大学）が、グループ構成企業の保有する物品、データ、サービス等の提供を受

け、その対価を当該企業に支払う場合、当該支払いは補助対象経費（外注費、委託費、又は「その

他」）として認められるか。（8 月 7 日追記） 

 

A28. 代表企業と構成企業間の取引については、構成員自身の利益が含まれることは、補助金交付

の目的上ふさわしくないと考えられます。 

そのため、グループ内の取引により、調達先が構成員となる場合は、原則調達先となる構成員へ必

要経費を配分することで対応してください。 

ただし、構成員の経理処理上、やむを得ず販売の手続きを取らなければならない場合は、「利益排

除」を行っていただき原価（当該調達品の製造原価など※）を持って補助対象経費に計上いただく

必要があります。 



※補助事業者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の合理的な説明を持

って原価として認める場合があります。また、見積もり合わせや入札等により、競争に付して調達

した場合は、利益排除不要となります。 

利益排除の対象となる取引については、利益排除を行った内容を書面にて提出いただきます。提出

がされない場合には、委託費での計上は認められません。 

 

Q29. 募集要項に「技術開発要素を伴わない指導は専門家指導費の対象外」と記載があるが、研究

において外部有識者を交えた委員会を実施する場合、委員への謝金・旅費はどの費目でどのような

整理であれば補助対象として計上可能か。（8 月 7 日追記） 

 

A29. ご検討いただいている事業実施にあたり、不可欠である場合は謝金に含むことを可能としま

す。ただし、この時以下の点を満たす必要があります。 

・謝金の対象とする委員は、実施計画書に記載された者とします。実施計画書に記載のない者に役

務提供を求め謝金を支払う場合は、事前に実施計画変更届出書を提出して下さい。 

・委託先において、稟議書等により、委員の委嘱手続きを必ず行って下さい。また、代理出席者に

ついては、委任状が必要となります。 

・委員会開催時は、必ず議事録を作成してください。その際、出席者名も記載して下さい。 

・謝金は、採択先の規程等により積算した額とします。規定がない場合は、決裁を受けた書類のコ

ピーを添付してください。この時社会通念に著しく乖離する場合は、補助対象としないことがあり

ます。審査にあたり、規程等の提出を求めることがあります。 

・謝金は源泉徴収額を含んだ額を計上してください。なお、個人に対する謝金、手当等の報酬に係

る消費税の取扱いについては、委託先の会計処理によるものとします。 

・謝金は、原則本人名義の口座への振込として下さい。採択先の規程等により法人の受領が認めら

れている場合は、法人名義の口座への振込も可能とします。 

・事業のグループ構成員が、委員として意見等の交換や検討を行う場合は、謝金の支払い対象とす

ることが出来ますが、この場合は人件費の計上はできません。 

 

Q.30 構成企業の役員が研究に従事する場合、役員報酬相当分の人件費計上は可能か。可能な場合

の単価算定方法はどのような形式か。（8 月 7 日追記） 

 

A30. 人件費として計上が可能となります。ただし以下の点を満たす必要があります。 

・税法上の「損金算入」がされていること 

・業務日誌による厳密な稼働管理（当該事業に「直接従事した時間」を証明いただく必要がありま

す。） 

なお、人件費の算出方法は 時間単価×作業時間とし、事業従事者一人一人について算出します。 



なお時間単価の算出方法は、実績単価または、健保等級単価のいずれかとし、交付決定時のものと

し、その後、実績報告・確定時において変更することはできません。（交付決定時の考え方に基づ

き、時間単価の額は変更することがあります。） 

また、募集要項 9 実績報告に定める人件費の証拠書類を提出してください。 

 

Q31. 間接経費の上限（直接経費の 20％）は、大学分の直接経費のみを基礎とするのか、事業全

体の直接経費を基礎とするのか。また、大学の規程上の間接経費率が 20％を超える場合の一般的

な取扱いはどのような想定か。（8 月 7 日追記） 

 

A31.  間接経費については、大学が経費負担者として直接経費に計上する経費のみを算定の基礎

とします。大学の規定上の間接経費率が 20％を超える場合、超過部分については補助対象外となり

ます。なお、超過部分を直接経費に振り替えることはできません。 

 

Q32. 募集要項 5.1(6)(ツ)に「汎用性があり、目的外使用になり得るものの購入、レンタル、及び

リースに要する経費（ただし、助成事業にのみ使用することが明らかなものは除く）」との記載が

あるが、事業の遂行に不可欠な設備である高性能演算装置を購入し、本事業専用機として設置場所

を固定し、管理台帳により本事業以外に使用していないことを確認できる体制を整える場合、「機

械装置・工具器具費」として補助対象になるという理解でよいか。また、そのために必要となる管

理方法はどうなるか。（8 月 7 日追記） 

 

A32. ご認識の通り、高性能演算装置についても、募集要項 5.1.2(6)(ツ)のとおり、補助事業にの

み使用することが明らかな場合は、「機械装置・工具器具費」として補助対象となります。 

具体的な管理方法や管理基準は定めていませんが、設置場所を固定し、本事業専用機として管理す

ることや、管理台帳等により本事業以外に使用していないことを説明いただくなど、補助事業にの

み使用することが明らかとなる資料をご提出いただく場合があります。 

 

Q33-1. 研究区分において、研究成果を広く社会に還元する手段として、都民が無償で利用できる

スマートフォンアプリケーションを開発・公開する場合、当該アプリケーションの開発費用（外注

費）は補助対象経費として認められるか。（8 月 7 日追記） 

 

A33-1. 研究開発の一環としてスマートフォンアプリケーションを開発するための外注費は、補助

対象となり得ます。 

 

Q33-2. 募集要項 5.3 に「個別企業等の製品開発のみに資するもの」は補助対象外とされている

が、大学が開発主体となり、研究の成果に無償かつ公共的に提供するアプリケーションの開発が含

まれる場合はこれに該当しないか。（8 月 7 日追記） 

 



A33-2. 本事業の目的に沿って研究成果を広く社会へ還元する内容であり、「個別企業等の製品開

発のみに資するもの」に該当しない場合は、補助対象となり得ます。無償かつ公共的に提供するア

プリケーションは原則補助対象となりますが、最終的には申請書で具体的な内容を確認してからの

判断になります。 

 

Q33-3. 事業実施期間終了後の運用・保守に要する費用は補助対象外か。また、募集要項 6.1.4 に

定める「事業実施期間の終了後 1 年以内の事業成果の公開」との関係で、成果物の公開・維持につ

いて求められる水準はあるか。（8 月 7 日追記） 

 

A33-3. 補助対象経費は事業実施期間内に要する経費を対象としています。そのため、事業実施期

間終了後の運用・保守に要する費用は補助対象となりません。なお、募集要項 6.1.4 では、事業実

施期間終了後 1 年以内に事業成果を公開することを求めていますが、成果物の公開・維持の方法や

期間等については成果により実施方法が異なるため、実施方法は採択後協議のうえ検討させていた

だきます。 

 

 

4. 事業期間中の対応・制限について 

 

Q34.  研究過程の中で企業が製品の販売をしてもよいか。 

 

A34.  研究区分においては、子供に安全な製品づくりにつながる知見の創出を目的としているた

め、補助対象事業の成果となる商品の販売は想定していません。 

製品開発・改良区分においては、改良の場合は、改良前の製品を販売することは問題ありません。

開発の場合は、補助対象事業の成果を活用した製品の販売は、事業実施期間終了後から可能となり

ます。事業実施期間中の販売は不可です（実証・評価目的等のテスト販売も含む）。 

ただし、ユーザーテストとして試作品を無償貸与又は提供することは可能です。 

 

Q35. 事業実施期間の途中で製品開発を完了し、実績報告・検査まで完了した場合、事業実施期間

中であっても販売を開始してよいか。（7 月 15 日追記） 

 

A35. 募集要項 9 に記載のとおり、実績報告を提出いただき、都から補助金額の確定を通知後に販

売を開始することは可能です。なお、補助金額の確定には一定の時間を要する場合があるほか、補

助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認める場合、追加の

対応を求めることがありますので、あらかじめご了承ください。 

 

Q36. 本事業の補助金を活用して装置等を購入・開発した場合、その機器は本研究で使用すること

はもちろんのこと、他の研究や事業活動にも制限なく使用できると考えても問題ないか。 



 

A36.  補助事業により取得した財産については、当該補助事業の遂行に必要な範囲での使用が原則

となります。 

また、取得価額が 50 万円以上の財産については、募集要項 9.3「補助金交付後の対応（4）取得財

産の管理等」に記載のとおり、減価償却資産の耐用年数以内に目的外使用、譲渡、交換、貸付又は

担保提供を行う場合、事前に都の承認が必要となります。具体的な取扱いは取得財産の内容や利用

形態により異なるため、他用途での利用を予定している場合は事前に事務局へご相談ください。 

 

Q37. 申請時に提出する資金計画から、採択後に実施していく中でズレが生じた場合、どの程度の

範囲を超えると事前の承認が必要となるのか、目安はあるか。（8 月 7 日追記） 

 

A37. 一律の金額や割合による基準は設けていません。ただし、募集要項 8.4(4)「各種報告」のと

おり、事業内容または補助対象経費の配分を著しく変更しようとするときは、都への報告及び承認

が必要です。なお、最終的な取扱いは、変更内容や事業への影響等を踏まえて個別に判断しますの

で、変更が見込まれた時点で速やかに事務局へご相談ください。 

 

Q38. 大学が自己負担分の原資の一部として、グループ構成企業からの共同研究費を充てることは

可能か。また、グループ構成員ではない外部の企業・団体等から資金協力を受けることについて、

制限や留意点はあるか。（8 月 7 日追記） 

 

A38. 自己負担分の原資として共同研究費を充てることは可能です。ただし、以下の条件を満たす

必要があります。 

・その資金が他の公的資金（補助金、助成金等）由来ではないこと 

・同一経費への二重計上にならないこと 

・当該機関が正式に受け入れた資金であり、会計上管理可能であること 

また、グループ構成員ではない外部の企業・団体等から資金協力を受ける場合も上記の条件を満た

す必要があります。 

 

Q39. グループ構成員が受け取る協賛金・寄付金や、大学が奨学寄附金として受け入れた企業資金

を大学分の自己負担原資に充てることは可能か。また、上記が充当可能な場合、申請書・実績報告

上の記載方法はどのように対応すればよいか。（8 月 7 日追記） 

 

A39.  民間資金による協賛金・寄付金・奨学寄附金を自己負担原資とすることは、当該資金が他

の公的資金を原資とせず、対象経費との二重計上がなく、当該機関において適切な受入れ・会計管

理がなされる場合に限り可能です。 

一方で、申請時点で未確保の資金については、確実な調達見込みとしての説明や、不足時の補填方

法の明示を求める場合があります。 



また、奨学寄附金については、大学の学内規程及び寄附の趣旨に照らして適切であることを確認し

てください。 

また、申請書や実績報告書への記載については、自己資金として記載してください。 

 

Ｑ40. 関連会社間取引の排除を徹底するため、各グループ構成員が自機関名義で直接支出する設計

としている。この場合、交付申請・実績報告において代表機関がまとめて申請・報告することにな

るか。（8 月 7 日追記） 

 

Ａ40. それぞれの機関が支出することは問題ございません。ただし、代表機関は、証跡をとりま

とめ申請・報告いただく必要があります。代表機関以外のグループ構成員から申請等必要な手続き

を個別にご提出いただいても受け付けません。そのため、申請段階では、交付申請書に経費負担者

を記載いただき、実績報告ではその実績を代表機関がとりまとめ、整理・確認いただいたものをご

提出いただく必要があります。 

 

Ｑ41. 研究区分において、概算払いは初年度から適用可能か、また協議はどの時点から開始でき

るか。（8 月 7 日追記） 

 

Ａ41. 概算払いは、必要性、金額、必要時期等について個別に協議の上、都が必要と認める場

合、初年度から適用は可能です。交付決定後、所定の様式に基づいて協議を開始してください。 

 

Q42. 補助事業期間中に次の事由が生じた場合、それぞれ変更承認の対象となるのか、報告のみで

よいのか。①グループ構成員所属の研究者の身分変更（定年退職・名誉教授への移行等）、②新た

なグループ構成員や資金提供企業・民間財団助成の追加。（8 月 7 日追記） 

 

A42. ①事業者情報（組織名、所在地、代表者名、連絡先）に変更が生じた場合は、速やかに所定

の「変更届」を提出してください。 

②補助対象となる事業計画、導入機器、経費項目の内訳（費目間の流用など）、委託・外注費を変

更する場合（費目について配分を著しく変更する場合）には、所定の様式に基づき、計画変更承認

申請が必要です。 

なお、グループ構成員の追加については、当初の提案段階の「実施体制」が審査対象となるため、

当初に提案のなかった実施者の途中からの参画は原則としてできません。事業遂行上やむを得ない

理由により追加が必要となった場合は、個別にご相談いただき、都が必要性を認めた場合に限り追

加することができます。（協賛、資金提供で連携するのみで、補助対象経費を受領しない場合の参

画については、事前にご報告ください） 

 

Q43-1. 東京都子供の事故情報データベースの活用について、求められる「活用」の水準を確認し

たい。（8 月 7 日追記） 



 

A43-1. 募集要項では、研究に当たって東京都子供の事故情報データベースを活用することとして

いますが、活用方法については限定していません。研究内容に応じて適切に活用してください。ご

提案時に、活用方法の想定をご説明いただく必要があります。 

 

Q43-2. 同データベースには、子供の交通事故（歩行中・自転車乗用中）に関する情報は収載され

ているか。（8 月 7 日追記） 

 

A43-2. 子供の交通事故に関する情報も収載されております。事故情報データベース

（https://kodomo-safety-db.metro.tokyo.lg.jp/）「事故情報を探す」「ニュース・論文を探す」の検

索画面にて検索いただくと情報が表示されますのでご活用ください。 

 

Q43-3. 研究目的での一括ダウンロードや API 等による機械的な取得は可能か。（8 月 7 日追記） 

 

A43-3. 子供の事故情報データベースに格納されている事故情報（「事故情報を探す」から検索し

た情報）については、CSV 形式でダウンロードいただくことが可能です。（一度にダウンロードで

きるのが 20,000 件までとなっているため、それを超えた場合は複数回でダウンロードいただく形

になります）なお、データダウンロードについては、利用許諾申請等は必要ありません。 

また、現在 API 等による機械的な取得には対応しておりません。 

 

Q44. 募集要項 5.1.2(1)に「令和 9 年度以降については、東京都議会において当該年度の歳入歳出

予算が可決された場合に限り実施する」との記載があるが、万一、令和 9 年度又は令和 10 年度の

予算が措置されなかった場合、既に交付決定を受けた事業の取扱い（当該年度分の補助の可否、事

業計画の変更手続きの要否、既交付分の返還の要否）はどのような想定か。（8 月 7 日追記） 

 

A44. 募集要項に記載の通り、歳入歳出予算が可決された場合に限り実施するとしています。事業

実施期間は研究区分３年、製品開発・改良区分２年としており、原則としてその期間における補助

を予定しておりますが、令和９年度以降の予算が措置されない等、やむを得ない事情により、事業

内容を変更または中止する場合があります。 

万一、令和９年度又は令和 10 年度の予算が措置されない場合でも、補助金交付は当該年度におけ

る交付決定に基づく支出となりますので、予算措置の有無による交付決定の取消し、既交付分の返

還はございません。（事業計画の変更手続きは別途協議する形となります） 

 

5. 納品について 

 

Q45.  アプリ開発の場合、どういう形式で開発した製品を納品すればよいか。 

 

https://kodomo-safety-db.metro.tokyo.lg.jp/


A45.  開発された製品の納品物については、採択された内容や成果物の性質に応じて個別に判断す

ることとなるため、一律の形式を定めているものではありません。 

基本的には、以下の点が対外的に説明可能な形で確認できる資料等の提出が必要となります。 

・成果物が完成していること 

・本事業により開発されたものであること 

具体的な方法としては、動作状況が確認できる動画、実機又はデモ環境での確認、仕様書・設計資

料等の提出などが想定されます。 

 

Q46.  発注した装置や部品等が、中東情勢等の外部の影響を受けて期間内に納品不可となった場

合、どのように対応されることになるか。 

 

A46.  やむを得ない外部要因により、発注済みの装置や部品等について納品遅延や調達困難が生じ

た場合は、速やかに事務局へご相談ください。募集要項上、事業計画の達成が困難となるおそれが

ある場合は、都への報告及び承認が必要となります。 

また、原則として補助対象期間内に発注・納品・検収・支払等の必要な手続きが完了していない経

費については補助対象外となります。 

ただし、外部要因による事情など個別の状況等を踏まえて判断するため、納期遅延等が判明した時

点で関連資料を保管の上、ご相談ください。 

 

6. 業績評価委員会について 

 

Q47. 研究区分において、募集要項８.4（２）に記載の「概算払」が認められた場合も業績評価委

員会は実施するのか。（7 月 15 日追記） 

 

A47. 募集要項 8.4（２）のとおり、都が概算払を認めた場合においても、各年度末に業績評価委

員会を実施し、事業の進捗などを確認します。 

その場合、募集要項 4-2「事業スキーム図」に記載の順番とは異なり、概算払いの後に、実績報告

を基に業績評価委員会を実施することになります。 

 

7. その他 

 

Q48. グループ構成員について、HP やプレスリリースなどで一般に公表がなされることはある

か。（8 月 7 日追記） 

 

A48. 採択事業については、東京都ホームページや報道発表資料等において、代表機関名、グルー

プ構成員名、事業概要等を公表する予定です。また、公表に当たっては、事実確認等のため、公表



内容を事前にご確認いただく予定です。採択後事業開始にあたり、速やかな公表を実施するためご

協力をお願いする場合があります。 

 

Q49. 令和 9 年度以降に研究区分の新規公募を行うご予定があるか。（8 月 7 日追記） 

 

A49. 来年度の事業実施につきましては、現時点では確定しておりません。実施が決定した際に

は、改めて HP 等で速やかにお知らせいたします。 


